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文責：八木
11日夜の難民サポートファンドの吉山昌氏を招いて開催された信頼資本財団主催の会合に出席して、特に興味深い点をまとめてみます。まず、難民起業サポートファンドと信頼資本財団のメカニズムを紹介します。これは、ＨＰや筆者が出席した団体関係者からの説明に基づき、あくまで個人の理解を図式化したものであることをお断りしておきます。両団体とも、出資の原資を、基本的に寄付金で賄っており、支援者から出資を募りファンドの運用や融資を受けた起業家からの返済に応じて、元本・利息を還元する方式ではないことを理解しておく必要があります。

１．難民起業サポートファンド（運営者：公益社団法人「難民起業サポートファンド」）
●形態：寄付活用低利融資型
●法規制：2012年3月公益社団法人として認定され、貸金業の枠外
●概要：難民の起業家のために、経済的自立支援を目的とした小規模金融（ＭＦ）サービスの開始を準備中。寄付を原資として小規模資金（当面100万円を限度）を低利（最大7.5％を想定）融資する予定。現在、認定後初の具体的な融資案件の詰めを行っている段階とのこと。ただし、公益社団法人認可前から、経営支援等の活動を開始している。
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出所：法人HP、研究会での吉山氏説明、ＳＶＰ東京、信頼資本財団ＨＰ等に基づき、筆者の理解を図式化
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２．信頼資本財団の支援活動(運営者：公益財団法人「信頼資本財団」)
●形態：自己資本・寄付活用無利子融資型
●法規制：貸金業の枠外
●概要：共感助成と無担保ながら信頼責任者をたてる必要のある融資の２つの大きな柱のもとで事業を運営。財団は、2012年3月「税額控除」対象法人に認定された。
①共感助成：応援者は社会的事業を行ういくつかの団体の中から寄付先を選択し、オンラインで寄付することができる。2012年4月現在11のプロジェクトが助成先リストに挙げられている。また、寄付者は税制上の優遇措置を受けることができる。
②融資：2010年から2012年1月までに15件総額3307万円の融資を実施。2012年4月にはさらに4件の融資先が決定した。金利はゼロ。但し、融資を受ける者は、社会的事業を行うためのネットワークや知見を提供することが求められる。融資上限は300万円。期間は最長25か月。融資希望者は担保が必要ない代わりに、信頼責任者３名をたてる必要がある。信頼責任者は、債務の返済に法的な義務は負わないが、財団のデータベースに情報が登録・公開され、事業の進捗に向け、応援団的役割を果たすことが期待されている。2012年10月11日現在、貸し倒れ、返済の遅延は一切発生していないとのこと。
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出所：財団HP、説明会解説に基づき、筆者の理解を図式化




３．コラボレーションのイメージ
現在開始された２つの団体のコラボレーションは、主に信頼資本財団の共感助成を通じた関係（上図で言えば、黄色の部分）であるが、これにとどまらず、広く信頼資本財団が拡大しようとする知識と人脈のネットワークを通じて、潜在的寄付者、起業家、NPO、企業が信頼資本財団を中核とする擬似的共同体に加わることで、新たなビジネスチャンスが誕生することが期待される。
　　　　　　　　　信頼資本財団を中核とする共同体イメージ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出所：筆者作成
(想定されるプロセス)
1 潜在的応援者を共同体内に取り込む
2 意欲はあるが、支援の目途がつかない起業家を共同体内に取り込む
3 規模の拡大を目指すNPOを共同体内に取り込む
4 信頼資本財団が応援者と起業家やNPOとの関係構築の橋渡し役となる
5 共同体内のさまざまなステークホルダー間の関係性拡大に注目した企業を部分的に共同体内に取り込む
6 信頼資本財団の橋渡しのもとで、起業家やNPOに、（融資の際に3名確保することが求められている）信頼責任者も活用し企業が有する経営やマーケッティングのノウハウ活用の途が開かれる。企業は、共同体内のプレイヤーに企業イメージの向上を印象付ける。
7 共同体内で信頼を通じたさまざまな関係が構築され、それが新たなビジネス機会を誕生させる。
以上
